
コミュニティ交通検討に係るコミュニティ交通検討に係る

市の基本的な考え方市の基本的な考え方
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西宮商工会館西宮商工会館 別館別館33階階 中会議室中会議室

西宮市都市計画課



今回の地域公共交通分科会での協議について
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○地域公共交通分科会 位置づけ

都市交通会議の「地域公共交通会議・地域公共交通活性化協議会」としての機能を担う会議

○地域公共交通会議の目的(国土交通省)
地域公共交通会議は、地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等に関する事項、
市町村運営有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に関する事項、その他これらに関し必要となる
事項を協議するため設置するものとし、地域の需要に即した乗合運送サービスが提供されることにより地域
住民の交通利便の確保・向上に寄与するよう努めるものとする。

●本日のミッション

●当該協議に対する市の考え方
・本市において、コミュニティ交通に関する初の地域住民が主体の取組みで
あるため、関係者間で情報共有が必要と判断。

・万一、運行欠損金が発生した場合、市は補填金の拠出を行う予定であるた
め、関係者および市民合意が必要と判断。

・今後の本格運行への移行時に必要となる関係者協議および市の支援制度の
検討に向けた布石

●本日のミッション

・「ぐるっと生瀬」運行協議会(準備会)が企画している運行計画につ

いて協議を行い、関係者の了承を得ること。



本市「公共交通利便性の状況」
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バス圏域を15 本/日･片道以上の運行がある
バス停から半径300ｍ圏域、鉄道圏域を鉄道
駅から半径500ｍ圏域とした場合、その圏域
外を表示している。
西宮市地域公共交通連携計画 P.17～21



本市 ｢コミュニティ交通検討事業(H23～)｣
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本市においても、超高齢社会の到来が迫る中、
全国的にも導入事例の多いコミュニティバス等
に対する住民要望が増えつつあり、新たな交通
手段の導入可能性について検証を行う必要が生
じている。

西宮市地域公共交通総合連携計画では、交通利便性の改善につい
て、既存のバス路線による対応が困難な場合には、地域に応じた交
通手段を検討することとしており、本事業はその趣旨に沿ったもの
である。

地域の住民組織が主体となった運行及び運営計画の検討に対する

① 背景 ② 位置づけ

③ 事業の進め方
④ 事業内容

コミュニティ交通を導入する一部の地域住民
への受益が、全体から見ると不公平との観点も
考慮すべきであるため、地域主体の取組みと行
政による支援という形態を執り、受益者となる
地域住民にも応分の負担を求める事業とする。
また、地域主体の取組みという、本市ではこ
れまでほとんど事例の無い事業となるため、既
存のバス路線による交通利便性の改善が難しい
と考えられる地域のうち、地域内の65歳以上
人口の割合、直近鉄道駅あるいはバス停からの
地形の高低差の大きさ、該当地域での具体的な
取り組み状況といったこと等を総合的に勘案し
た結果、「生瀬地域」を重点検討地区として選
定を行い、パイロット事業として進めていくこ
ととする。

地域の住民組織が主体となった運行及び運営計画の検討に対する
各種支援を行い、地域の現状を踏まえた適材適所の持続可能なコ
ミュニティ交通の実現可能性を検証する。

○市から住民運行組織への支援
・活動内容に関する助言、関係機関及び団体との連絡調整等
・学識経験者等の派遣費用の負担
・社会実験 運行経費欠損額に対する助成
○住民運行組織が主体となった運賃有料社会実験の実施及び検証
(3ヶ月程度)
・運行計画の作成及び運行事業者の選定
・西宮市都市交通会議での関係者協議
・国土交通省近畿運輸局 許認可申請
・本格運行時(通年)に移行した場合の収支採算性、地元の実施体
制を検証 ⇒ 本格運行 支援判断(市)

○行政支援制度の検討(導入基準、運行継続基準、補助金上限額等)
・コミュニティ交通の運行を主体的に考える地域に対する適切な
支援制度の検討。



生瀬地域現状 地理的状況（１）
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生瀬地域現状 地理的状況（２）
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生瀬地域現状 人口・高齢化状況
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平成25年9月30日現在

自治会名 町名 世帯数 人口
年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

宝生ケ丘自治会

宝生ケ丘１丁目 293 664 59 411 194

宝生ケ丘２丁目 209 546 69 363 114

計 502 1,210 128 774 308

生瀬高台自治会
生瀬高台 441 1,006 106 504 396

計 441 1,006 106 504 396

花の峯自治会
花の峯 210 485 46 239 200

計 210 485 46 239 200

青葉台自治会

青葉台１丁目 290 639 56 330 253

青葉台２丁目 202 435 42 229 164

計 492 1,074 98 559 417

生瀬東町 571 1,316 184 767 365

⇒生瀬地域高齢化率 ： 26％

※西宮市高齢化率 ： 21％

惣川・惣川東の町自治会
生瀬東町 571 1,316 184 767 365

計 571 1,316 184 767 365

セルヴィオ自治会
生瀬武庫川町 746 2,207 498 1,534 175

計 746 2,207 498 1,534 175

生瀬自治会

生瀬町１丁目 250 558 55 310 193

生瀬町２丁目 290 633 68 336 229

計 540 1,191 123 646 422

サーパス自治会
塩瀬町生瀬 158 382 26 298 58

計 158 382 26 298 58

生瀬地域合計 3,660 8,871 1,209 5,321 2,341

全 市 214,412 482,227 72,315 308,541 101,371

生瀬地域/全市（%） 1.71 1.84 1.67 1.72 2.31

出典：西宮市登録人口（町別年齢別）



地域現状 公共交通運行状況(JR・バス)
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西行

東行

三田方面 宝塚方面

○ JR生瀬駅
・三田方面（平日） : 77本/日・・・約4.0本/時間
・宝塚方面（平日） : 78本/日・・・約4.1本/時間

○阪急バス 生瀬バス停
・西行（平日） : 64便/日

・・・約3.5便/時間
・東行（平日） : 65便/日

・・・約3.8便/時間



地域現状 JR生瀬駅バリアフリー化予定

9

○ 整備イメージ

改札口

音響案内

ＥＶ

2段手摺

多機能トイレ

視覚障害者誘導用
ブロック

音声案内

・ 事業期間 平成25年10月～平成27年3月
・ 工事内容
エレベーターおよび専用こ線橋、プラットホーム縁端警告用内方表示ブロック
多機能トイレ、既設地下道の２段手すり、関連附帯工事等

生瀬駅平面図

西宮市駐輪場

立体式

市道　塩５号線

下り本線

上り本線

本屋

EV１

EV２

１１人乗り 貫通型Ｅ Ｖ

宝塚線　生瀬駅

尼崎方 福知山方

EV専用こ線橋

地下道

ＥＶ 2段手摺

2段手摺

視覚障害者誘導用
ブロック

ブロック

音響案内



コミュニティ交通 導入へ向けた基本的な流れ
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地域の発意

勉強会

運行協議会 「ぐるっと生瀬」運行協議会（準備会）

諮問会議

クリア

有料社会実験

運行 補助金継続基準

終了

クリアできない
判断

不良

良好

今後、市が検討

概ね1～3回



運賃有料社会実験 事業イメージ(市支援策)
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地域
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運行計画の協議
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事業者

活動補助金

各種助言

運行欠損金
が生じた場合
の補填

運行経費負担

策定

支 援 運 行

協議
意見聴取

許認可
運行契約

運行協定の締結



運賃有料社会実験(H25～26 概ね1～3回)
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●運賃有料社会実験の目的
・運行実績(利用状況)の把握
・運行実績(利用状況)に基づいた運行計画及び資金収支計画の検証
・本格運行に移行した場合の事業継続性の検討
・運行実績(利用状況)に基づいた本格運行に移行した場合の市運行
支援制度及び財政支援基準等の検討

●運行経費の負担割合

・運行経費の不足分(運行欠損金)が生じた場合には、市が補助

金を拠出

・経費負担割合は、協議会・事業者・市で、運行協定を締結

運行経費

市の補助

協賛金

運賃収入



将来 本格運行 事業の仕組みイメージ(案)
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地域

広報等
活動補助金

運行計画の協議

運行計画
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市

運行
事業者

活動補助金

各種助言

支援要綱による
補助金の拠出

運行経費負担

策定

支 援 運 行

協議
意見聴取

許認可
運行契約

運行協定の締結

国・県 補助？補助？



●初期費用に対する補助

車両購入費＆バス停標識購入費の全額

●運行経費に対する市補助

運行欠損金が生じた場合にのみ、運行経費から、運賃収入とその
他運行事業等により得られる収入、国又は県の補助金等の合計額を
差し引いた費用に対して、以下のうち、いずれか低い額を上限とし

本格運行に対する市支援ついて(イメージ)  
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て補助を行う
①補助金額≦運行経費

②補助金上限額

財政支援基準
(補助割合及び補助金上限額)

今後の有料社会実験の
検証結果を基に市が判断

運行経費

市の補助金
＜上限額あり＞

国・県補助金

協賛金等

運賃収入


